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い じ め 防 止 基 本 方 針

大崎市立田尻小学校

Ⅰ はじめに

いじめは，いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し，その心身の健全な成長

及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず，その生命または身体に重大な危険を生じさ

せるおそれがあるものである。

本校は，宮城県教育委員会及び大崎市教育委員会の指導のもと，児童の尊厳を死守するため

関係機関との連携を強めながら，いじめ防止のための対策を総合的かつ効果的に推進するため

以下の基本方針を定めるものである。

Ⅱ 基本的な考え方（方針）

１ いじめの防止等の対策に関する基本理念

いじめは，全ての児童に関する問題である。いじめの防止等の対策は，全ての児童が安心

して学校生活を送り，様々な活動に取り組むことができるよう，学校の内外を問わず，いじ

めが行われなくなることを目指すものである。

また，全ての児童がいじめを行わず，いじめを認識しながら放置することがないよう，い

じめの防止等の対策は，いじめが，いじめられた児童の心身に深刻な影響を及ぼす許されな

い行為であることについて，児童が十分に理解できるよう指導しなければならない。

加えて，いじめの防止等の対策は，いじめを受けた児童の生命・心身を保護することが特

に重要であることを認識しつつ，県・市町村・学校・地域住民・家庭，その他の関係者の連

携のもと，いじめの問題を克服することを目指して行われなければならない。

２ いじめの定義

いじめ防止対策推進法（以下「法」という。）において，「いじめ」は，「児童等に対して，

当該児童等が在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又

は物理的な影響を与える行為（インターネットと通じて行われるものも含む。）であって，

当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。」と定義されている。

この定義を踏まえた上で，個々の行為が「いじめ」に当たるかどうかの判断は，表面的・

形式的に行うのではなく，いじめられた児童の立場に立って行うことが必要である。

この際，いじめには，多様な態様があることを鑑み，法の対象となるいじめに該当するか

どうかを判断するに当たり，「心身の苦痛を感じているもの」との要件が限定して解釈され

ることのないよう努める必要がある。行為が起こったときのいじめられた児童本人や周辺の

状況等を客観的に確認するとともに，表面のみにとらわれることなく，当該児童の表情や様

子をきめ細かく観察するなどして確認する必要がある。いじめの認知は，特定の教職員のみ

によることなく，法第２２条の「学校いじめ対策組織」を活用して行う。

加えて，いじめられた児童の立場に立って，いじめに当たると判断した場合にも，その全

てが厳しい指導を要する場合であるとは限らない。具体的には，好意から行った行為が意図

せずに相手側の児童に心身の苦痛を感じさせてしまったような場合については，学校は，行

為を行った児童に悪意はなかったことを十分加味したうえで対応する必要がある。

具体的ないじめの態様は，以下のようなものが考えられる。
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＊ 冷やかしやからかい，悪口や脅し文句，いやなことを言われる

＊ 仲間はずれ，集団による無視をされる

＊ 軽くぶつかられたり，遊ぶふりをして叩かれたり，蹴られたりする

＊ ひどくぶつかられたり，叩かれたり，蹴られたりする

＊ 金品をたかられる

＊ 金品を隠されたり，盗まれたり，壊されたり，捨てられたりする

＊ 嫌なことや恥ずかしいこと，危険なことをされたり，させられたりする

＊ パソコンや携帯電話等で，誹謗中傷や嫌なことをされる

これらの「いじめ」の中には，犯罪行為として取り扱われるべきと認められ，早期に警察

に相談することが重要なものや，児童の生命，身体または財産に重大な被害が生じるような，

直ちに警察に通報することが必要なものが含まれる。これらについては，教育的な配慮や被

害者の意向への配慮のうえで，早期に警察に相談・通報の，警察と連携した対応を取ること

が必要である。

３ いじめの理解

いじめは，どの子供にも，どの学校でも，起こりうるものである。とりわけ，嫌がらせや

いじわる等の「暴力を伴わないいじめ」は，多くの児童が入れ替わりながら被害も加害も経

験することが多い。また「暴力を伴わないいじめ」であっても，何度も繰り返されたり，多

くの者から集団的に行われたりすることで「暴力を伴ういじめ」とともに，生命または身体

に重大な危険を生じさせうる。国立教育政策研究所によるいじめ追跡調査の結果によれば，

暴力を伴わないいじめ（仲間はずれ・無視・陰口）について，小学校４年生から中学校３年

生までの６年間で，被害経験を全く持たなかった児童生徒は１割程度，加害経験を全く持た

なかった児童生徒も１割程度であり，多くの児童生徒が入れ替わり被害や加害を経験してい

る。

加えて，いじめの加害・被害という二者関係だけでなく，学級や部活動等の所属集団の構

造上の問題や，「観衆」としてはやし立てたり面白がったりする存在や，周辺で暗黙の了解

を与えている「傍観者」の存在にも注意を払い，集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形

成されるようにすることが必要である。

４ いじめの防止等に関する基本的考え方

（１） いじめの防止

いじめは，どの子供にもどの学校でも起こりうることを踏まえ，より根本的ないじめの問

題克服のためには，全ての児童を対象としたいじめの未然防止の観点が重要であり，全ての

児童を，いじめに向かわせることなく，心の通う対人関係を構築できる社会性のある大人へ

と育み，いじめを生ませない土壌をつくるために，関係者が一体となった継続的な取組が必

要である。

このため，学校の教育活動全体を通じて道徳教育及び体験活動等を充実させ，全ての児童

に「いじめは決して許されない」ことの理解を促し，児童の豊かな情操や道徳心，自分の存

在と他人の存在を等しく認め，お互いの人格を尊重し合える態度など，心の通う人間関係を

構築する能力の素地を養うことが必要である。また，いじめの背景にあるストレス等の要因

に着目し，その改善を図り，ストレスに適切に対処できる力を育む観点が必要である。さら

に，全ての児童が安心でき，自己有用感や充実感を感じられる学校生活づくりも未然防止の

観点から重要である。これらに加え，いじめの問題への取組の重要性について県民全体に認

識を広め，地域，家庭と一体となって取組を推進するため，普及・啓発に努めていく。
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（２） いじめの早期発見

いじめの早期発見は，いじめへの迅速な対処の前提であり，全ての大人が連携し，児童の

ささいな変化に気付く力を高めることが必要である。このため，いじめは大人の目の届きに

くい時間や場所で行われたり，遊びやふざけ合いを装って行われたりするなど，大人が気付

きにくく判断しにくい形で行われることを認識し，ささいな兆候であっても，いじめではな

いかとの疑いを持って，早い段階から的確に関わりを持ち，いじめを隠したり軽視したりす

ることなく積極的にいじめを認知することが必要である。特に，発達障害，帰国子女，外国

人，LGBT等の児童に対しては十分に配慮する。

いじめの早期発見のため，学校は定期的なアンケート調査や教育相談の実施，電話相談窓

口の周知等により，児童がいじめを訴えやすい体制を整えるとともに，地域や家庭と連携し

て，児童を見守っていくことが必要である。

《いじめのサインを読み取る》 ～主に家庭の状況から～

＊ 成績が急に下がる

＊ 朝なかなか起きてこなくなる

＊ 登校を渋りがちになる

＊ 学校のことや友達のことを話さなくなる

＊ 急に甘えてくるようになる

＊ 気分の浮き沈みが激しい

＊ ため息をつくことが多くなる

＊ 部屋に閉じこもりがちになる

＊ 携帯やメールを見なくなる

＊ 服に汚れや傷みが目立ち始める

＊ 文房具や新しく買ったものなどがなくなる

＊ 弟や妹に当たることが多くなる

＊ 家庭からお金を持ち出す

「ＰＴＡみやぎＮｏ．１６２号より」

そして，何よりも大切なのは，教師が学級の中で生じたわずかな雰囲気の変化や，被害を

受けている児童からの弱いＳＯＳのサインを敏感に感じ取る感性を磨くことである。そのた

めに学校として，児童と接する時間を少しでも多く確保し，子供たちの輪の中に教師側から

入っていけるような環境を整えられるよう配慮する。

（３） いじめへの対処

学校の教職員がいじめを発見し，又は相談を受けた場合には，速やかに，学校いじめ対策

組織に対し該当いじめに係る情報を報告し，学校の組織的な対応につなげなければならない。

すなわち，学校の特定の教職員が，いじめに係る情報を抱え込み，学校いじめ対策組織に報

告を行わないことは，いじめ防止対策推進法２３条第１項の規定に違反し得る。

いじめがあることが確認された場合，学校は直ちにいじめを受けた児童やいじめを知らせ

てきた児童の安全を確保し，いじめたとされる児童に対して事情を確認した上で適切に指導

する等，組織的な対応を行うことが必要である。また，家庭や教育委員会への連絡・相談や，
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事案に応じ，関係機関との連携が必要である。このため，教職員は日頃から，いじめを把握

した場合の対処の在り方について，理解を深めておくことが必要であり，また，学校におけ

る組織的な対応を可能とするような体制整備が必要である。残念ながら，いじめが発生した

場合には，全教職員に対して次のような指示を出す。

◇ いじめられている子供に対して

①受容：つらさや悔しさを十分に受け止める。（傾聴の姿勢）

②共有：苦しかった時，悲しかった時の思いを共有する。

③安心：具体的支援内容を示す。（先生は絶対的な味方）

④自信：良い点を認め励まし，自信を与える。

⑤回復：人間関係の確立，再構築を目指す。（交友関係の醸成）

※心理的ケアを十分に行う。

◇ いじめている子供に対して

①確認：いじめの事実関係，背景・理由等を確認する。

②傾聴：不満や不安等の訴え，いじめてしまった要因等を十分に聴く。

③内省：いじめられる子のつらさに気付かせる。

※いじめは絶対にいけないことの指導

※いじめている子の内面の把握

④処遇：課題解決のための支援を行う。

※いじめのエネルギーの善用を図る。

⑤回復：役割体験等を通じて所属感を高める。

※心理的ケアを十分に行う。

（４） 地域や家庭との連携

社会全体で児童を見守り，健やかな成長を促すため，学校関係者と地域，家庭との連携が

必要である。たとえばＰＴＡや地域の関係団体等と学校関係者が，いじめの問題について協

議する機会を設けたり，学校評議員や学校関係者評価委員会等を活用したりするなど，いじ

めの問題について地域，家庭と連携した対策を推進することが必要である。また，より多く

の大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるようにするため，学校と地域，家庭が

組織的に連携・協働する体制を構築することも重要である。

（５） 関係機関との連携

いじめの問題の対応においては，たとえば，学校や教育員会（SC，SSW等を含む）において

いじめる児童に対して必要な教育上の指導を行っているにもかかわらず，その指導により十

分な効果を上げることが困難な場合などには，関係機関（警察・児童相談所・医療機関・法

務局・県の市立学校主管部局等）との適切な連携が必要であり，警察や児童相談所等との適

切な連携を図るため，日頃から，学校と関係機関の担当者の窓口交換や連絡会議の開催など，

情報共有体制を構築しておくことが必要である。

Ⅲ いじめの防止等の対策のための組織

１ 「いじめ問題対策委員会」の設置

本校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため，「いじめ問題対策委員会」

を設置する。

２ 「いじめ問題対策委員会」の役割

○ 田尻小学校のいじめに対する基本方針に基づいて，取組の実施や具体的な年間計画の作

成・実行・検証・修正を行う。

○ いじめの相談・通報の窓口となる。

○ いじめの疑いに関する情報や児童の問題行動等に係る情報の収集と記録，共有を行う。
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○ いじめの疑いに係る情報があった時には，いじめ問題対策委員会緊急会議を開催し，い

じめの情報の迅速な共有，関係のある児童への事実関係の聴取，指導や支援の体制・対応

方針の決定と保護者との連携といった対応を組織的に実地する。

○ いじめ解消についての検討を行う。

〔いじめ解消の定義〕 ※少なくとも以下の２つの要件が満たされていること。

①いじめに係る行為が止んでいること。

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われ

るものを含む）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。少なくとも３か月を目

安とする。ただし，いじめの被害の重大性等からさらに長期の期間が必要であると判断さ

れる場合は，学校の設置者又は学校いじめ対策組織の判断により，より長期の期間を設定

するものとする。

②被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において，被害児童生徒がいじ

めの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童生徒本人及びその

保護者に対し，心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認する。

３ 「いじめ問題対策委員会」の構成

構成員は以下のとおりとする。

＜学校の教職員＞

・校長，教頭，教務主任，生徒指導主任，養護教諭，学年主任，

・特別支援コーディネーター

・その他の関係職員（学級担任，等）

＜心理，福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者＞

※必要に応じて

・スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカー

・弁護士

・学校医

・警察官経験者

＜保護者や地域住民等＞

※必要に応じて

・保護者の代表（ＰＴＡ役員等）

・児童の代表（児童会役員等）

・地域住民

・学校評議員等
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４ 「いじめ問題対策委員会」の構成員の役割

３ いじめに対する措置

１ いじめ防止のための措置

〈学級担任〉

・日常的に「いじめは人間として絶対に許されない」雰囲気を学級全体に醸成する。

・はやしたてる，見て見ぬふりをする行為もいじめを肯定することになることを理解させる。

・一人一人を大切にした分かりやすい授業づくりを進める。

・教職員の不適切な認識や言動がいじめにつながらないよう，指導の在り方に注意を払う。

〈養護教諭〉

・学校教育の様々な場面で命の大切さを取り上げる。

〈生徒指導主任〉

・いじめ問題について校内研修や会議で取り上げ，教職員間の共通理解を図る。

〈管理職〉

・全校集会などで，校長がいじめは絶対に許されないという雰囲気を学校全体に醸成する。

・道徳教育や人権教育の充実，読書活動・体験活動の推進等に計画的に取り組む。

・児童が自己有用感を高められる場面を積極的に設けるよう教職員に働き掛ける。

・児童会によるいじめ根絶集会など，児童が主体的に参加する取組を推進する。

２ 早期発見のための措置

〈学級担任〉

・児童の見守りや信頼関係の構築に努め，児童の変化や危険信号を見逃さない。

・休み時間や放課後の児童との交流を通じ，交友関係や悩みを把握する。

・個人面談や家庭訪問の機会を活用し，教育相談を行う。

〈養護教諭〉

・保健室利用の児童生徒の会話等で，いつもと何か違うと感じたときは，その機会を捉え，悩みを聞く。

〈生徒指導主任〉

・定期的なアンケート調査や教育相談の実施等に計画的に取り組む。

・保健室や相談室の利用，電話相談窓口についての周知を図る。

・休み時間や昼休みの校内巡視や，放課後の巡回等において，異常の有無を確認する。

〈管理職〉

・児童及び保護者，教職員がいじめに関する相談を行うことができる体制を整備する。

・校内の教育相談体制が機能しているか定期的に点検する。

●つながりのある教職員を中心に，即日，関

係生徒（加害，被害とも）の家庭訪問等を行

い，事実関係を伝えるとともに，今後の学校

との連携方法について話し合う。

④保護者と連携する

いじめ情報

教職員，児童，保護者，地域住

民等からいじめ問題対策委員会

に情報を集める。

〈学級担任・養護教諭等〉

・いじめを発見したら，その場

で行為を止める。

・相談や訴えに傾聴する。

・正確な実態把握をする。

・聞き取りは，他の児童の目に

触れないよう，時間・場所等に

配慮する。

いじめ問題対策委

員会で指導・支援

体制を組む。

（学級担任等，養

護教諭，生徒指導

主任，管理職など

で役割を分担）

●いじめを受けた生徒にとって信頼できる人

（友人や教員，家族，地域の人等）と連携し，

寄り添い支える体制をつくる。

●いじめた生徒には，いじめは人格を傷つける

行為であることを理解させ，自らの行為の責任

を自覚させるとともに，不満やストレスがあっ

てもいじめに向かわせない力を育む。

●いじめを見ていた生徒に対しても，自分の問

題として捉えさせるとともに，いじめを止める

ことはできなくても，誰かに知らせる勇気を持

つよう伝える。

②指導・支援

体制を組む

③児童への指導・支援を行う

①情報を集める
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５ 「いじめ問題対策委員会」の組織関係図

迅速な指導・支援 定期的な報告・連絡・相談

継
続
的
な
指
導
・
支
援

連
携

児童の気になる情報（学校，家庭，地域からの情報など）

情報を得た学校関係者 ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等からの情報いじめアンケート

生徒指導主任･養護教諭・学年主任・教務主任 教頭 校長学級担任

（構成員）

校長，教頭，教務主任，生徒指導

主任，養護教諭，学年主任，学級

担任，その他の関係教職員，スク

ールカウンセラー等

（役割）

・年間計画の作成，実行，検証，

修正

・情報収集と記録，情報共有

・相談窓口，通報窓口

（いじめ対策緊急会議の開催）

・実態把握，事実関係の聴取

・問題の明確化

・指導や支援体制の方針の決定

・役割分担の決定

（関係機関との連携）

・スクールソーシャル

ワーカー

・在学青少年育成員

・教育事務所専門カウ

ンセラー

・総合教育センター

・民生児童委員

・児童相談所

・各警察署生活安全課

・市町村担当課

・人権擁護委員

・学校評議員他

いじめ問題対策委員会
（関係者への対応）

・いじめを受けた児童へ

の対応

・いじめた児童への対応

・観衆，傍観者への対応

・事案に関わっている保

護者への対応

・ＰＴＡ，地域への対応

・マスコミへの対応

大崎市教育委員会
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いじめ防止基本方針　　組織体制

市長 教育委員会 学校

名称 いじめ問題対策連絡協議会
（条例設置）

いじめ防止対策委員会
（教委付属機関・条例設置）

各学校いじめ問題対策委員会
（学校長設置）

根拠 法第１４条第１項 法第１４条第３項 法第２２条

役割 関係機関との連携，連絡調整
いじめ防止策についての審議及
び調査研究

いじめ対策の計画，実施
相談，通報窓口
情報取集，記録

構成
※副市長，学校、教育委員会、
青少年センター，児童相談所、
法務局、警察，ＰＴＡ

学校長，警察，青少年センター，
児童相談所，スクールカウンセ
ラー，スクールソーシャルワー
カー等

※校長、教頭、教務主任等教
諭、子どもと親の相談員等

名称 いじめ問題再調査委員会
（市長付属機関・条例設置）

いじめ防止対策委員会を活用
各学校いじめ調査委員会

（学校長設置）

根拠 法第３０条第２項 法第２８条第１項 法第２８条第１項

役割
重大事態に係る学校等の調査
報告を受け，必要と認める事件
についての再調査

重大事態についての調査 重大事態についての調査

構成 ※弁護士、医師、学識経験者、
心理士等

学校長，警察，青少年センター，
児童相談所，スクールカウンセ
ラー，スクールソーシャルワー
カー等
※臨時調査委員　弁護士，医
師，大学教授等

※各学校いじめ防止等対策委
員会委員、学校評議員、ＰＴＡ役
員等

いじめ対策

重大事態調査

６ 「大崎におけるいじめ対策」

※ 編集のためサイズA4横版をA4縦版に変更
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Ⅳ 重大事態への対処

１ 重大事態の発生と調査

（１）重大事態の意味

(学校の設置者又はその設置する学校による対処)

第28条 学校の設置者又はその設置する学校は，次に掲げる場合には，その事態

(以下「重大事態」という。)に対処し，及び当該重大事態と同種の事態の発生

の防止に資するために，速やかに，当該学校の設置者又はその設置する学校の

下に組織を設け，質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る

事実関係を明確にするための調査を行うものとする。

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命，心身又は財産に重大な被

害が生じた疑いがあると認めるとき。

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当期間学校を欠席することを

余儀なくされている疑いがあると認めるとき。

2 学校の設置者又はその設置する学校は，前項の規定による調査を行つたと

きは，当該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し，当該調査

に係る重大事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。

3 第1項の規定により学校が調査を行う場合においては，当該学校の設置者は，

同項の規定による調査及び前項の規定による情報の提供にっいて必要な指導及

び支援を行うものとする。

法第28条がいう「いじめにより」とは，各号に規定する児童の状況に至る要因が当該児童

に対して行われるいじめにあることを意味する。

また，法第28条第1項第1号の「生命，心身又は財産に重大な被害」については，いじめを

受ける児童の状況に着日して判断する。例えば，

○ 児童が自殺を企図した場合

○ 身体に重大な傷害を負った場合

○ 金品等に重大な被害を被った場合

○ 精神性の疾患を発症した場合

などのケースが想定される。

法第28条第1項第2号の「相当の期間」については，国の基本方針では不登校の定義を踏ま

え，年間30日を目安としている。ただし，日数だけでなく，児童の状況等，個々のケースを

十分に把握する必要がある。

また，児童や保護者から，いじめられて重大事態に至ったという申立てがあったときは，

その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とはいえない」と考えたと

しても，重大事態ととらえる必要がある。

学校または教育委員会は，重大事態の意味を踏まえ，個々のケースを十分把握したうえで，

重大事案かどうかを判断し，報告・調査等に当たる。

（２）重大事態の報告

学校は，重大事態と思われる事案が発生した場合には直ちに大崎市教育委員会に報告する。

報告を受けた教育委員会は，重大事案の発生を大崎市長へ報告する。
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（３）調査の趣旨及び調査主体

法第28条の調査は，重大事態に対処するとともに，同種の事態の発生の防止に資するため

に行うものである。

学校主体の調査では，重大事態への対処及び同種の事態の発生の防止に必ずしも十分な結

果を得られないと判断する場合や，学校の教育活動に支障が生じるおそれがあるような場合

には，教育委員会において附属機関を設け，調査を実施する。この際，因果関係の特定を急

ぐべきではなく，客観的な事実関係を速やかに調査する。

学校が調査主体となる場合であっても，法第28条第3項に基づき，教育委員会は調査を実

施する学校に対して必要な指導，また，人的措置も含めた適切な支援を行う。

なお，従前の経緯や事案の特性，いじめられた児童又は保護者が望む場合には，法第28条

第1項の調査に並行して，市長による調査を実施することも想定しうる。この場合，調査対

象となる児童筆への心理的な負担を考慮し，重複した調査とならないよう，法第28条第1項

の調査主体と，並行して行われる調査主体とが密接に連携し，適切に役割分担を図る。

(例えば，アンケートの収集などの初期的な調査を学校又は大崎市教育委員会が中心となっ

て行い，収集した資料に基づく分析及び追加調査を，並行して行われる調査で実施する等が

考えられる。)

（４） 調査を行うための組織

(いじめ問題対策連絡協議会)

第14条3 前二項の規定を踏まえ，教育委員会といじめ問題対策連絡協議会との

円滑な連携の下に，地方いじめ防止基本方針に基づく地域におけるいじめの防

止等のための対策を実効的に行うようにするため必要があるときは，教育委員

会に附属機関として必要な組織を置くことができるものとする。

大崎市教育委員会又は学校は，その事案が重大事態であるける。この組織の構成について

は，大崎市教育委員会が調査を行う際には，と判断したときは，当該重大事態に係る調査を

行うため，速やかに，その下に組織を設法第14条第3項の教育委員会に設置される附属機関

により調査に当たる。

（５）事実関係を明確にするための調査の実施

この調査は，民事・汗J事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするも

のでないことは言うまでもなく，学校と大崎市教育委員会が事実に向き合うことで，当該事

態への対処や同種の事態の発生防止を図るものである。

ア いじめられた児童からの聴き取りが可能な場合

いじめられた児童からの聴き取りが可能な場合，いじめられた児童から十分に聴き取ると

ともに，在籍児童や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査を行うことなどが考えられる。

この際，質問紙の使用に当たり個別の事案が広く明らかになり，被害児童の学校復帰が阻害

されることのないよう配慮する等，いじめられた児童や情報を提供してくれた児童を守るこ

とを最優先とした調査実施が必要である。

調査による事実関係の確認とともに，いじめた児童への指導を行い，いじめ行為を止める。

いじめられた児童に対しては，事情や心情を聴取し，いじめられた児童の状況にあわせた継

続的なケアを行い，落ち着いた学校生活復帰の支援や学習支援等をすることが必要である。

これらの調査を行うに当たつては，「学校における取組のポイント」を参考にしつつ，事
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案の重大性を踏まえて，大崎市教育委員会がより積極的に指導・支援したり，関係機関とも

より適切に連携したりして，対応に当たることが必要である。

イ いじめられた児童からの聴き取りが不可能な場合

児童の入院や死亡など，いじめられた児童からの聴き取りが不可能な場合は，当該児童の

保護者の要望・意見を十分に聴取し，迅速に当該保護者に今後の調査について協議し，調査

に着手する。調査方法としては，在籍児童や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査など

が考えられる。

(自殺の背景調査における留意事項)

児童の自殺という事態が起こった場合の調査の在り方については，その後の自殺防止に資

する観点から，自殺の背景調査を実施することが必要である。この調査においては，亡くな

った児童の尊厳を保持しつつ，その死に至った経過を検証し再発防止策を構ずることを目指

し，遺族の気持ちに十分配慮しながら行うことが必要である。

いじめがその要因として疑われる場合の背景調査については，法第28条第1項に定める調

査に相当することとなり，その在り方については，以下の事項に留意のうえ，「児童の自殺

が起きたときの調査の指針」(平成23年3月児童の自殺予防に関する調査研究協力者会議)注2

を参考とするものとする。

○ 背景調査に当たり，遺族が，当該児童を最も身近に知り，また，背景調査について切実

な心情を持つことを認識し，その要望・意見を十分に聴取するとともに，できる限りの配

慮と説明を行う。

○ 在校生及びその保護者に対しても，できる限りの配慮と説明を行う。

○ 死亡した児童が置かれていた状況として，いじめの疑いがあることを踏まえ，大崎市教

育委員会又は学校は，遺族に対して主体的に，在校生へのアンケート調査や一斉聴き取り

調査を含む詳しい調査の実施を提案する。

○ 詳しい調査を行うに当たり，大崎市教育委員会又は学校は，遺族に対して，調査の目的

・目標，調査を行う組織の構成等，調査の概ねの期間や方法，入手した資料の取り扱い，

遺族に対する説明の在り方や調査結果の公表に関する方金「などについて，できる限り，

遺族と合意しておくことが必要である。

○ 調査を行う組織については，弁護士や精神科医，学識経験者，心理や福社の専門家等の

専門的知識及び経験を有する者であって，当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は

特別の利害関係を有する者ではない者(第二者)について，職能団体や大学，学会からの推

薦等により参加を図ることにより，当該調査の公平性・中立′性を確保するよう努める。

○ 背景調査においては，自殺が起きた後の時間の経過等に伴う制約の下で，できる限り，

偏りのない資料や情報を多く収集し，それらの信頼性の吟味を含めて，客観的に，特定の

資料や情報にのみ依拠することなく総合的に分析評価を行うよう努める。

○ 客観的な事実関係の調査を迅速に進めることが必要であり，それらの事実の影響につい

ての分析評価については，専門的知識及び経験を有する者の援助を求めることが必要であ

ることに留意する。

○ 学校が調査を行う場合においては，大崎市教育委員会は，情報の提供について必要な指

導及び支援を行うこととされており，設置者の適切な対応が求められる。

○ 情報発信・報道対応については，プライバシーヘの配慮のうえ，正確で一貫した情報提

供が必要であり，初期の段階で情報がないからといって，トラブルや不適切な対応がなか

ったと決めつけたり，断片的な情報で誤解を与えたりすることのないよう留意する。
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なお，亡くなった児童の尊厳の保持や，子供の自殺は連鎖(後追い)の可能性があることな

どを踏まえ，報道の在り方に特別の注意が必要であり，WHO(世界保健機関)による自殺報道

への提言を参考にする必要がある。

注3 WHO(世界保健機関)による自殺報道への提言(抄)

報道に際してすべきこと

○ 事実を報道する際に、精神保健の専門家と緊密に連絡を取る。

○ 自殺に関して「既遂」という言葉を用いる。「成功」という言葉は用

いない。

○ 自殺に関連した事実のみを扱う。一面には掲載しない。

○ 自殺以外の他の解決法に焦点を当てる。

○ 電話相談や他の地域の援助機関に関する情報を提供する。

○ 自殺の危険因子や警戒兆候に関する情報を伝える。

報道に際してしてはならないこと

○ 遺体や遺書の写真を掲載する。

○ 自殺方法を詳しく報道する。

○ 単純化した原因を報道する。

○ 自殺を美化したリセンセーシヨナルに報道する。

○ 宗教的・文化的な固定観念を当てはめる。

○ 自殺を非難する。

（６） その他留意事項

(いじめに対する措置)

第23条2 学校は、前項の規定による通報を受けたときその他当該学校に在籍す

る児童等がいじめを受けていると思われるときは、速やかに、当該児童等に係

るいじめの事実の有無の確認を行うための措置を講ずるとともに、その結果を

当該学校の設置者に報告するものとする。

法第23条第2項においても，いじめの事実の有無の確認を行うための措置を講ずるとされ，

学校において，いじめの事実の有無の確認のための措置を講じた結果，重大事態であると判

断した場合も想定されるが，それのみでは重大事態の全貌の事実関係が明確にされたとは限

らず，未だその一部が解明されたにすぎない場合もあり得ることから，法第28条第1項の「重

大事態に係る事実関係を明確にするための調査」として，第23条第2項で行った調査資料の

再分析や，必要に応じて新たな調査を行うこととする。ただし，法第23条第2項による措置

にて，事実関係の全貌が十分に明確にされたと判断できる場合は，この限りでない。

また，事案の重大性を踏まえ，教育委員会は積極的な支援を行うこととする。例えば，義

務教育段階の児童に関して，いじめられた児童又はその保護者が希望する場合には，就学校

の指定の変更や区域外就学等の弾力的な対応を検討する。

（７） 調査結果の提供及び報告

ア いじめを受けた児童及びその保護者に対する情報を適切に提供する責任

学校又は大崎市教育委員会は，いじめを受けた児童やその保護者に対して，事実関係等そ

の他の必要な情報を提供する責任を有することを踏まえ，調査により明らかになった事実関
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係について，いじめを受けた児童やその保護者に対して説明する。この情報の提供に当たっ

ては，適時・適切な方法で，経過報告を行うこととする。

これらの情報の提供に当たっては，いたずらに個人情報保護を盾に説明を怠るようなこと

があってはならず，を学校又は大崎市教育委員会は，他の児童のプライバシーに配慮するな

ど，関係者の個人情報に十分配慮し，適切に提供する。

質問紙調査の実施により得られたアンケートについては，いじめられた児童又はその保護

者に提供する場合があることを調査に先立ち，調査対象となる在校生やその保護者に説明す

る等の措置が必要であることに留意する。

また，学校が調査を行う場合においては，大崎市教育委員会は，情報の提供の内容・方法

・時期などについて必要な指導及び支援を行うこととする。

イ 調査結果の報告

調査結果について，学校は大崎市教育委員会に報告し，大崎市教育委員会は市長に報告す

る。

上記アの説明の結果を踏まえて，いじめを受けた児童又はその保護者が希望する場合には，

いじめを受けた児童又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け，調査結果の報告に

添えて市長に送付することとする。

２ 調査結果の報告を受けた大崎市長による再調査及び措置

(公立の学校に係る対処)

第30条第2項前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は,当該報告に係る

重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要がある

と認めるときは,附属機関を設けて調査を行う等の方法により,第28条第1項の規

定による調査の結果について調査を行うことができる。

（１） 再調査

上記(7) ―イの報告を受けた市長は，当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大事態

と同種の事態の発生の防止のため，必要があると認めるときは，法第28条第1項の規定によ

る調査の結果について調査(以下「再調査Jという。)を行うことができる。

再調査についても，教育委員会等による調査同様，再調査の主体は，いじめを受けた児童

及びその保護者に対して，情報を適切に提供する責任があるものと認識し，適時・適切な方

法で，調査の進捗状況等及び調査結果を説明する。

（２）再調査の結果を踏まえた措置等

市長及び大崎市教育委員会は，再調査の結果を踏まえ，自らの権限及び責任において，当

該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生を防止するために必要

な措置を講ずる。「必要な措置」としては，大崎市教育委員会においては，例えば指導主事

の派遣による重点的な支援，心理や福祉の専門家，教員・警察官経験者など外部専門家の追

力日配置等，多様な方策を検討することとし，首長部局においても，必要な教育予算の確保

や児童福祉や青少年健全育成の観点からの措置を取るように努めることとする。

また，再調査を行ったとき，市長はその結果を議会に報告することとするが，報告の内容

については，個々の事案に応じ，個人のプライバシーに対して，必要な配慮を確保するなど，

適切な措置を講ずることとする。


